
 

第２回 上越市自治基本条例見直し検討委員会 

 

 

と き  平成 29年 12月 20日（水） 

午前 10時 ～ 

 

ところ  上越文化会館 大会議室 

 

 

次  第 

 

 

１ 開会 

 

 

 ２ 議事 

⑴ 条例の検証 

 

 

 ３ その他 

 

 

 ４ 閉会 



№
素案

該当頁
該当項目 意見内容 委員名

1 4
 ２－１
　人口・世帯

  「世帯数は平成22年の・・・・・と減少している。」とある。国の場合は1世
帯当たりの人員が2.38人とあるので、上越市の数値を掲載してはどうで
しょうか。

保坂委員

2 4
 ２－１
　人口・世帯

・この５年間で少子・高齢化が一層進み、人口減少が国全体の問題と
なっており、当市でも国以上の事態である。
　コミュニティの維持が難しく、それに伴い関係条項の規定・意義が出来
なくなりつつあり、見直しの必要もあると考える。
・関係条項の都市内分権、地域自治区、コミュニティ、人材育成は、互
換性があり、人口減少、少子・高齢化から論議すべきと考える。
・都市内分権を推進するための仕組みである地域自治区、地域協議
会、事務所は、当市独特の仕組みで評価すべき制度であるが、協議会
発足時の目的・目標についての認識が薄れ、課題・問題点を分析し解
決の方法を探るべき時期と思う。自主審議が少ない。市民の認知度が
低く、委員の公募者が少なく、女性委員が少ないなど様々な課題があ
る。平成２５年度に検証結果を取りまとめるとあるが、どのような検証が
なされ反映されたのか？
・コミュニティの具体的活動である、地域活動支援事業も、審査、採択基
準が不統一で区によって採択される事業も異なり他にも課題が多い。
分析が必要で検証されるべきと思う。
・自治の担い手である、コミュニティ、人材育成は、当市では支援、育成
の具体例としてコミュニティ・スクールは市内の全小・中学校に導入され
ていて、地域の意見が反映され、学校・家庭・地域が一体となって推進
され高い評価があるが、地区の公民館は地域・利用団体・公民館が一
体となっていなく、人材の育成、コミュニティの活性化はなっていないと
思う。地域、利用団体、公民館が一体となったコミセンが導入し人材育
成、社会教育が重要。

矢澤委員

3 6
 ２－２
　産業

  上越市の特徴的な産業、特に農業についての記載が欲しいです。 保坂委員

4 6
 ２－２
　産業

　産業の項目で、市政運営の基本原則が関連事項である理由は何
か？
　個人的には、この条項はあえて産業の項目に入れる必要がないので
はと思います。第3条については、税収などに関わる部分なので入れる
事に違和感はありません。

吉田副座長

5 6
 ２－２
　産業

　考察①複数の大規模プロジェクト（直江津ＬＮＧ基地、上越火力発電
所、北陸新幹線金沢延伸、上越妙高駅開業）が完成・稼働し、地域経済
に好材料になっている。
　・当市の地域経済にどう好材料になっているのか？その分析、課題を
聞きたい。
　・上越妙高駅の開業が、当市の観光振興にどう寄与し、具体的数字、
実績、課題をお聞きしたい。
　・他市との観光連携、特に信越地区（北信州各市）隣の妙高市との連
携は？
　　具体事例、効果、課題について

矢澤委員

6 7
 ２－２
　産業

  参考：関係条項の規定と趣旨（抜粋）に、第16条の総合計画を記載し
たほうが良いと思います。

保坂委員

「上越市自治基本条例　検証報告書（素案）」意見一覧

※第2回会議に向けた事前意見

平成29年12月20日
第2回自治基本条例見直し検討委員会

資料№１



№
素案

該当頁
該当項目 意見内容 委員名

7 8
 ２－３－１
　財政運営

　情勢分析、考察①現時点では財政の健全性を保っている
・当市では、オーレンプラザ、新クリーンセンターの完成、新水族館うみ
がたりの建設、大潟アリーナ、医療センター病院の計画、大型箱物建設
が多い。
・建設費は、国の補助で少ないが、維持費、固定費は増加する。それら
の分析見当しはされているのか？
・人口減少、少子・高齢化等により、税収入は悪化が見込まれ、それに
伴い市債残高の増加と財政調整基金残高の減少、標準財政規模の減
少等、又大型建設物件の維持費等の増加があり財政の１０年後の見通
しの見解は？

矢澤委員

8 10
 ２－３－２
　地方分権改革

・中核市のメリット、デメリットは？その分析に伴う中核市に対する当市
の考え方は？
・「提案募集方式」「手上げ方式」の具体的提案事例を述べていただきた
い。
　その結果、どう反映されたか？

矢澤委員

9 12
 ２－４
　情報化

　前回会議で指摘したとおりですが、ここは情報共有化ということに絞っ
た方が関係条項との関係からみて適切であると考えます。

吉田副座長

10 15
 ２－５
　人権

　参考：関係条項の規定と趣旨（抜粋）に、第21条審議会等２項を記載
したほうが良いと思います。

保坂委員

11 －

 その他
　　見直しの全体
　　スケジュール
　　について

　検証の議題が不足しており、スケジュールの見直しを考える。
　議題追加項目
　　・今後の会議運営に関する進め方について協議
　　・上越市自治基本条例についての説明、検証に関する意見交換
　　・市の取組に関する事項について協議（2回～3回程度）
　　・上越市自治基本条例に関する意見書案の検討（2回程度）
　　上記の議題を協議しないと、報告書のまとめにならないと思う。

矢澤委員
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参考資料 

   

第 1回 上越市自治基本条例見直し検討委員会（平成 29年 11月 29日開催） 

質疑の概要 

 

■第１回検討委員会の振り返り 

○座長、副座長の選出 

互選の結果、座長に馬場委員、副座長に吉田委員を選出した。 

○検証の進め方 

  社会経済情勢の変化に照らして、条例の規定を変える必要があるかどうかを検証する。 

○報告書（案）のまとめ方 

  社会経済情勢を捉える項目として、「人口・世帯」などの８つの項目を設定し、それらに関す

る自治基本条例の条項について、条項そのものの必要性に変化がないか、規定している内容に

変更が必要かどうかを検証する構成とする。 

○会議の進め方 

  ２回目以降の検討委員会では、８つの項目ごとに検証内容について議論を進め、検証報告書

（案）としていく。 

 

以下質疑の概要 

 

○全体の枠組み～「２－１ 人口・世帯」に係る質疑 

【馬場座長】… 要点の整理 

  素案の３ページ目、１－２において、８つの枠組みを設定し、それに対応する条例を見ていこ

うということであった。社会経済情勢をいくつかのカテゴリーに分けてみて、それが条例に影響

を与えるのかどうかを見るという大枠で考えていくということであり、その分け方は８つの箱に

分けたということであった。その８つの箱で分けた中の「２－１ 人口・世帯」という箱の一つで

見てみようということになった。現在の人口と世帯の状況、それは国の状況や上越市の状況、そ

の中でも地区ごとに状況としてそれを見た時に、どうなっているのかということが、情勢分析の

書き方である。その人口や世帯の変化により影響が出るような条文とはどれかというと、ここで

は直接的に６つの条文があるということであった。それらの条文について検証したところ、評価

結果は変更の必要なしということであり、それは以下の考察により、変更の必要はないと判断し

た。という形式で書いてあるということである。 

【佐藤課長】… 社会経済情勢の「変化」の捉え方（補足説明） 

  考え方としては、この条文が作られた当初の考え方をベースとはしているが、変化については、

平成２４年からこの間までの変化ということである。 
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【石黒係長】… 分析項目を８つに分けた理由（補足説明） 

社会経済情勢は、まず、社会変化を捉える３つの変化（社会環境・自然環境・制度環境）があ

るが、それらを自治基本条例に当てはめる際に、統計、白書、そして各種データ等と各条文の中

身を照らした中で、それらを組み合わせて８つの項目で整理をしたところである。例えば、災害

の発生状況については、自然環境や制度環境の観点は、国の災害白書や市の防災関連の計画から

分析しており、また、社会環境の観点としては、地域コミュニティでの共助の要素も含まれてい

る。そのため、関係条項としては危機管理とコミュニティに関わる条項について検証を行ったと

ころである。 

【馬場座長】 

  検証に当たり、検証方法や見せ方について、そのままで良いかどうかも重要な論点となる。こ

の書き方が駄目となると、全体を入れ替えることも出てくるかと思う。字数が多く読みづらいこ

ともあるが、これは仕方がないことである。省略できる部分がなく、これくらいの情報量は必要

であるかと思う。 

  資料を見開きにしているのが大事であり、そうでないと条例との対応関係がよく見えないため、

本文を左とするか、または、条文の字の大きさをさらに小さくするくらいの見せ方しかない。 

  このような形で進めるということで、了承を得られれば、本日はこのような説明を受ける形で

進めていく。もし、別の見せ方、検証の仕方も別の方法が良いという場合には、そこで考えなけ

ればいけない。 

 

○「２－２ 産業」～「２－４ 情報化」に係る質疑 

【馬場座長】 

  市の財政運営は、どのような状況までは大丈夫であり、どのような状況になれば明らかに財政

破たんに近くなるのか、その差についてなど、後で質問をすれば、事務局も説明ができるかと思

うので、そのような観点でチェックをしていただきたい。 

【矢澤委員】 

  非常に抽象的で分かりにくい文章である。そして結局、検証結果はいずれも変更する必要はな

しという結論となっている。 

  例えば、産業の部分では、市民生活や地域に大きなインパクトを与える大規模プロジェクトと

して、直江津ＬＮＧや火力発電所、そして北陸新幹線の延伸などと書いてある。そしてその考察

として、「複数の大規模プロジェクトが完成・稼働し、地域経済にとっての好材料となっている」

とあるが、この好材料とは、どのような観点で評価がなされたのか、具体的なものは何も分から

ない。資料がないのは当然かもしれないが、我々としてはこのような文章を見る際に、具体的な

数値やものがないと、これについての真偽が分からない。そのような観点がずっと続いている。

それらをもう少し具体的に明らかにしないと、変更する必要なしとの評価とはならないと考える。 
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【石黒係長】 

  報告書では、内容をまとめて記載しており、数字などを全てについて掲載してはいない。各統

計資料、バックデータ等はあるので、補足として示していきたい。 

  今回は、議会等に対して市が説明する際に用いた資料など、基本的に一般に公開されている情

報を基に整理しているので、それらは検討材料として用意したい。 

【馬場座長】 

  この結論に至るまでのデータの量は膨大であるとのことであり、この会議の場では、バックデ

ータを踏まえた議論はしたほうがよいと思うが、それをパブリックコメントとして出す場合にも、

このデータをすべて出すかどうかは次に考えなければいけないことである。 

【矢澤委員】 

  あくまでも希望として、この会議では、それらデータを提示してもらいたい。 

【馬場座長】 

  次回の会議までに、分かりにくい部分について、資料等の提示について要望をしておけば、事

務局としても出しやすいと思う。 

【大堀委員】 

  私の地元では、産業というと、まず農業が頭に浮かぶ。この情勢分析の中には農業についての

記載はないが、農業はこの項目には入らないのか。 

【石黒係長】 

  分析に当たり、それを自治基本条例の検証の中で、どのように見るかということである。例え

ば、税という部分では製造業が法人税の大きな割合を占めている。そのような側面もある。また、

暮らしという部分では、農業も確かにあるが、この条例の中では、このまちが自立して運営をし

ていくことが書かれている。それを経済面で支えているものが産業であり、その中でどのように

見るかというと、産業の個々の部分というよりは、大きな産業としての構造を見たほうが良いと

いう考え方で分析した。 

農業も重要な部分であるため、ご意見として承る。例えば、自治についてであると、このまち

の自治と農業について、こういった点で関係があるという点でご意見を頂ければありがたい。 

【馬場座長】 

  資料の中でも、「１次～３次産業別」と書かれているため、その部分の書き方を見直すというこ

とだと思う。上越市は農村地域と工業が盛んな地域があるかと思うが、その地域の特性を含め、

ここでは少し書き方を修正したほうが良いかと思う。自治とは、そこに人が住み、その地域の自

治を担うということからすれば、少し変えたほうが良いかと思うので、事務局で検討のうえ、次

回までに掲載が可能であればお願いする。 
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【吉田副座長】 

  「２－４ 情報化」の考察の部分では、主にオープンデータをどのように扱うかということで、

自治の情報共有に関する話であると思う。ただ、情勢分析の３つ目の部分などは、産業に入れて

も良いような内容にも見える。しかし、関連条項を見ると、やはり情報共有ということがメイン

となっている。 

この「情報化」といったカテゴリーよりも、「情報共有」あるいは「情報公開」というタイトル

とし、その情勢分析の３番目の項目、サテライトオフィスの部分などは産業の項目へ移動したほ

うが良いと思う。全体的にこの２－４の項目は、あまりすっきりしていないという印象である。 

【石黒係長】 

情報化は、経済・暮らし・行政の仕組みの３つの側面のいろいろなところに存在するため、そ

こは敢えて情報化としたところであるが、これはご意見として承る。 

【馬場座長】 

  例えば、大項目の項目名を変更する、情勢分析の部分を他の部分との間で移動することを検討

していただきたい。 

【矢澤委員】 

  「２－１ 人口・世帯」について、今は国内、市内全体においても人口減少社会ということで、

人口がどんどん減っている。それに対する対策というものが、市の行政でも一番の関心事である

と思う。市の人口は２０万を割り、１９万台に入ってきている。少子高齢化もどんどん進んでい

る。地域住民の中ではその認識が非常に強い。しかも、上越市は１３区が合併し、中山間地が多

い。私は旧市街地に住んでおり、影響はそれほどないが、町内を見ると、ひとり家族、あるいは

夫婦二人だけの世帯が多い。中山間地はもっとひどい状況であると思う。 

  それを思いつつ、この文面を見ると、何か人口減少社会に対する認識が甘いのではと思う。人

口減少に対して、コミュニティ、地域自治区、そして人材育成などの条文が関わってくるのだと

は思うが、本当にこの文面でいいのかと思う。１０年前、これを作った当初から比べたら、状況

は相当変わっていると思う。その辺ももう少し考察を進めて、条文についてもこれで本当によい

のかと一市民として思うところである。 

【馬場座長】 

  それについては、次回、一つ一つの条文のところで、もう少し議論をするのが良いと思うがど

うか。⇒矢澤委員 了解 

【保坂委員】 

私も、少子高齢化の問題は上越市ではとても大変であると思う。私の地元は、農業を主体とし

た地域であり、今後１０年を見通して、「ほ場整備」をして田んぼを１ヘクタールにしていこうと

いうことで、今、基盤整備の話も出てきている。担い手からやってもらわないと、今までやって

いたものでは、とても駄目だということである。少子高齢化と農業は関わってくる部分があるが、
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やはり、その部分を何とかしないといけない。それが、地域づくりの部分でいろいろと関わって

くる。これは、上越市が抱える大きな問題ではないかと思うため、その点をどこかの部分で明文

化していただければと思う。 

【馬場座長】 

  上越市という地域の特性も加味して、それがこの情勢分析に反映できたらよいかと思う。それ

をどこに入れるかについても、検討をさせていただく。 

 

○「２－５ 人権」～「２－８ 法令改正等の動向」に係る質疑 

【馬場座長】… 要点の整理 

  条例は、法律の範囲内でしか制定できないことになっており、法律違反になるような条例を作

ることはできない。そうなると、まずは法律の範囲内でないと駄目ということを頭の中に入れて

おくと、法律で禁止されているものは、どのような条例にも書けない。自治基本条例であろうが、

他の条例であっても書けないというのが基本である。 

  続いて、各条例間の関係について、実は法解釈上では対等で同じ力しか持たない。ただし、上

越市の中の取り決めとしては、自治基本条例を基本にして他の条例を作るということを約束事と

している。そのため、その部分での齟齬はきたさないようにするという構造にはなっている。そ

こで先ほどの説明で、行政不服審査法の改正の話と個人情報保護法の改正についての話があった

が、これが直接影響したものが、「行政手続条例」と「個人情報保護条例」であり、その部分につ

いては改正した、あるいは改正の検討が必要ということであった。この改正で、今議論しようと

いる自治基本条例と齟齬をきたしているかというと、きたしていないということが事務局の説明

であったと理解いただくと良いかと思う。 

  したがって、例えば今後、社会経済情勢も変わったため、自治基本条例本体を変えた方が良い

ということを考えるには、変えたことで国の作った法令に違反するようなものを作っては駄目で

あり、そのような改正はできないということがポイントになる。 

  その一方で、説明では全条文について変更が必要ないとのことだが、そのこと自体はある意味

では自明であるという部分もある。それは、最高法規として上越市が考えていて、長く使おうと

いうことを前提にしていた筈である。長く使う予定のものが常に変わっていくのが良いかという

議論になるかと思う。常に使うものであり、変えていくべきという立場と、変えずに使っていく

方が良いという立場があり、どちらが良いという問題ではない。 

  どうも、最初の制定時には、長く使っていったほうが良いという立場で作られているため、あ

る一定程度の環境変化には対応しているということである。それでは、対応しているということ

で全く見直さなくても良いのか、見直す時に見直さないということも含め、見直さなくて良いの

かというと、そのようなことはない。状況が変わっているということをここで認識を新たにして

おかないと、次にいくことができない。例えば、次の５年後の見直し時にマイルストーンがない

と次にいけないため、ここで議論をして情勢分析をきちんとしておくということが重要になって

くる。その結果として、やはり変えたほうが良いということになれば、変えるべきだと言うべき
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であり、また変えなくても良いが、このように状況が変わってきているということは皆が分かっ

たほうが良いと言うべきであれば、そこはきちんと言わなければならない。先ほど矢澤委員の発

言のとおり、社会状況が変わっているというところを言わなければいけないとすれば、言ったほ

うが良い。それらを考えていただければ良いのではないかと思う。 

【馬場座長】 

  今後の会議日程は、今のところ、本日示されたとおりであるが、もし、議論が白熱し、更なる

議論が必要となれば、回数が増えることも前提とし、結論ありきではなく、議論をきちんとして、

この内容で改正すべきかを考えていただきたい。 

  事務局へ質問だが、これで説明が全て終わったが、この内容で条文すべてが網羅されていると

いうことでよいか。 

【石黒係長】 

  自治基本条例の目的の条項は、変更してしまうと条例そのものの存在が変わってしまうため、

外してある。それ以外に、運用に関する規定である条例の改正、見直しの規定も外してある。素

案の２－１から２－７の各項目と、２－８の法令改正の項目を抽出する中ですべての条文を網羅

している。 

【岡田委員】 

  今後の人口減少、社会環境の変化で、空き家の問題が出てきている。空き家についての内容は、

自治基本条例に入ってくるものか。例えば、撤去、活用に関しての内容である。中山間地では空

き家に関する問題が多いが、この資料にはそれは記載されていなかった。例えば、持ち主が不在

で倒壊の恐れがあり、その撤去を誰ができるかという問題はここには入らないのか。 

【笠原部長】 

  前回の市民会議においても、施策の具体的な部分をどうするかという話は、確かにあった。た

だ、基本的には自治基本条例では、空き家対策に対して、防犯の視点であるとか、地域のコミュ

ニティの中での対策など、空き家の対策には色々なアプローチがあり、そのやり方を自分たちで

考え、行政の役割、市民の役割、その中でのアプローチの根拠について書いてあるものが、この

条例である。空き家をどうするかについての規定をここに盛るというものではない。 

  この条例では、その行政指導に関する姿勢について書かれているものであり、空き家に対して、

行政が持ち主に対して言及する必要がある等の、次の段階で何をするかという具体的なところま

でを規定するものではないということである。姿勢、役割、責務などがここに書かれている。 

【石黒係長】 

  自治基本条例と似ているが、切口が異なるものに総合計画という計画がある。基本的に自治基

本条例は、自らのまちのことを自分たちで決めて課題を解決していくことが自治というものであ

り、その中で市民という主権者がおり、その代表としての市長と市議会がいる。この三者の間で

誰がどのような関係性を持っていくかということが基本となる。その関係性、誰が誰に対してど
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ういう責務を持っているか、誰が何をしなければならない、あるいは、このようなまちを目指す

という普遍的な理念がこの条例には書いてある。 

この条例を踏まえ、市長がどのようなまちを創っていくか、その具体的な施策、政策を定める

ものが総合計画である。その総合計画では、農業、産業、都市整備、そして中山間地の振興など

の施策を整理している。ただし、当市の総合計画の中では、自治基本条例において、行政だけが

地域の課題を解決していくのではなく、行政がやること、そして地域の皆さんが取り組んだほう

がよいものは、地域で取り組む、また、協力した方が良いことは協力して取り組む、そのような

関係性を踏まえて総合計画を作っている。 

このような中で今回の見直しは、その大本となるルールである条例の見直しを行うものである。

地域で課題となっていることは時代によって当然変わるものだが、それをどうやって解決してい

くか、その基本となるルールがこの条例である。 

【馬場座長】 

  資料の見方であるが、最初に資料の左側のページ（分析等）を読んでしまうが、実は右側（条

例等）を先に読んで、右側を変えなければいけないかどうかを考えながら、次に左側を見て、そ

の後にもう一度右側に戻ると、右側を変えなければいけないかどうかが見えてくる。そのように

読むと、条文の意味するところが分かりやすくなってくる。 

【矢澤委員】 

  資料№３の２ページ目に、前回の見直しについて書かれている。そこでは、「理念条例であり、

その本質はよほどの社会経済情勢の変化がない限り変わるものではない」とのことを前回の見直

しで確認したとある。これは変えるものではなく、国で言えば憲法、市の基本的な憲法のような

ものという解釈でよいということか。 

【馬場座長】 

  当時はそのように考えていたということである。 

【矢澤委員】 

  今の人口減少の問題や色々な地域に関する問題に対し、ここでは個別の関係条文を見て判断す

るということか。そのような理解でよいか。 

【馬場座長】 

  社会経済情勢の変化に伴い、この条文では対応できないということであれば変えていく必要が

ある。一番大きな問題は、人口減少で住民がほとんどいなくなってしまった場合に、住民の責務

と言われてもどうにもならなくなる。その場合は責務などとは言えなくなり、行政がしなければ

困るということが出てくる。これは極端な変化であるが、まだ大丈夫ということであれば、変え

なくても良いという話になるかと思う。それについて、ここで皆さんに議論してもらうことにな

る。 
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【大堀委員】 

  市民へのパブリックコメントには、この資料を提示することになるのか。 

【石黒係長】 

  現在の素案を、この検討委員会での議論を踏まえて修正し、市の「案」とした上で提示する。

基本的には、報告書を公民館などの施設に置いたり、またはホームページで公開し、１か月ほど

の期間行うことになる。 

【馬場座長】 

  本日は、「２－４ 情報化」の項目名は変更してはという意見があった。また、農業の話もあっ

た。それから社会経済情勢の変化について、もう少し詳細な議論や記載も必要でないか、などの

議論があったかと思う。それらを含め、次回は２－１から議論を開始していくということとした

い。 

 

※事務局説明を含めた議事録は別途作成中です。 



 

 

検証報告書（素案）の情勢分析において参考とした資料 

２－１ 人口・世帯 

国勢調査（総務省）、上越市まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（上越市） 

 

２－２ 産業 

経済財政白書（内閣府）、市の経済状況（上越市）、市町村民経済計算（新潟県）、 

決算の概況（上越市）、経済センサス（総務省）、国勢調査（総務省） 

 

２－３－１ 財政運営 

日本の財政関係資料（財務省）、決算の概況（上越市） 

 

２－３－２ 地方分権改革 

地方分権改革関連資料（内閣府） 

 

２－４ 情報化 

情報通信白書（総務省） 

 

２－５ 人権 

人権教育・啓発白書（法務省）、上越市第 4次人権総合計画（上越市） 

 

２－６－１ 非核平和に係る社会動向 

防衛白書（防衛省） 

 

２－６－２ 災害等の発生状況 

防災白書（内閣府） 

 

２－６－３ 治安・防犯の動向 

犯罪白書（法務省）、上越市みんなで防犯安全安心まちづくり推進計画（上越市） 

 

２－７ 環境 

環境白書（環境省）、上越市第 3次環境基本計画（上越市） 

 

２－８ 法令改正等の動向 

（１）行政不服審査制度の見直し 

行政不服審査法の見直しに係る資料（総務省） 

（２）オープンデータの活用 

情報通信白書（総務省）、官民データ活用推進基本法関連資料（内閣官房） 

  

平成 29年 12月 20日 

第 2回自治基本条例見直し検討委員会 

当日配布資料№1 


























